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 はじめに   

 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会（以下、「本作業部会」）は、平成２２

年１０月、日本学術会議が策定したマスタープランを踏まえ、学術研究の大型プロジ

ェクト推進に当たっての優先度を明らかにする観点から、学術研究の大型プロジェク

トの推進に関する基本構想「ロードマップ」を策定し、公表した。 

 

その後、平成２３年９月に、日本学術会議がマスタープランの小改訂を行ったこと

を受け、今回、本作業部会において、新たに盛り込まれた１５計画を中心に検討を進

め、本作業部会としての評価結果を盛り込むこと等により、ロードマップについて小

改訂を行うこととした。 

 

そもそも、学術研究の大型プロジェクト（以下、「大型プロジェクト」）は、最先端

の技術や知識を結集して人類未踏の研究課題に挑み、当該分野を飛躍的に発展させ、

世界の学術研究を先導する成果を挙げてきており、今後も、社会や国民の幅広い理解

を得ながら、長期的な展望を持って戦略的・計画的に推進していくことが必要である。 

 

今後とも、このロードマップ等を基本に、国において、大型プロジェクトを推進す

るための予算の確保に向けた最大限の努力を期待するとともに、研究者コミュニティ

においても、ロードマップに示した評価結果を参考に、個々のプロジェクトに関して

活発な議論が行われることを期待したい。 
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 １．学術研究の大型プロジェクトについて  

 

（１）大型プロジェクト推進の意義 

 

○ 我が国においては、これまで、「Ｂファクトリー」、「すばる望遠鏡」、「ス

ーパーカミオカンデ」、「大型ヘリカル」等の大型プロジェクトを推進してきた。

こうしたプロジェクトは、最先端の技術や知識を結集して人類未踏の研究課題に

挑み、当該分野を飛躍的に発展させ、世界の学術研究を先導する画期的な成果を

挙げている。また、Ｂファクトリーにおける実験が小林・益川理論を実証し、ノ

ーベル物理学賞受賞に結びついたように、次代を担う子どもたちをはじめ国民の

科学に対する関心を高め、国民に夢や希望、自信を与えるという意味でも、大型

プロジェクトの推進は極めて重要な意義を有している。 

 
○ 大型プロジェクトには多額の投資を要するため、近年の厳しい財政状況の下で

は円滑な推進が困難になっているが、我が国が強みを有する基礎科学の分野にお

いてこのようなプロジェクトを進めることは、我が国の持続的発展と世界への貢

献の観点から不可欠であると言える。このため、今後、社会や国民の幅広い理解

を得ながら、大型プロジェクトに一定の資源を安定的・継続的に投入していくこ

とを、国の学術政策の基本として明確に位置づけることが必要である。 

 

 

（２）大型プロジェクト推進の基本的な考え方 

 

①大型プロジェクトの基本的性格 

○ 大型プロジェクトについては、これまで概ね、下記のような基本的性格を持つ

ものとして捉え、学術政策上の重要課題として推進してきたところであり、今後

とも、この考え方を維持していく必要がある。 
 

・人類の発展に貢献する真理の探究を目指すことを目的として、研究者の知的好

奇心・探求心に基づく主体的な検討と研究者コミュニティの合意形成により構想さ

れているプロジェクト 

・最先端の技術や知識を集約して人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術を先導

する画期的な成果を期するプロジェクト 

・大学における研究・教育を支え、国民の科学への関心を高め、国際的な競争と協

調の中で我が国がリーダーシップを発揮し世界に貢献しうるプロジェクト 

・複数の研究施設がネットワークを形成して、多数の研究者の参加により、全体

として大きなテーマに挑戦するプロジェクト 

 
○ ロードマップで取り扱う大型プロジェクトは、マスタープランに基づき、①大
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型の研究施設・設備を建設・運用する大型施設計画（建設費総額百億円以上が基

本）、②大規模な研究基盤・ネットワークの構築やデータ集積等を行う大規模研

究計画（初期投資及び運営費等の総額数十億円以上）として整理しているが、そ

の定義等については、大型プロジェクトの基本的性格を踏まえつつ、適宜検討を

加えていくことが望まれる。 

 

 

②大型プロジェクトの実施主体 

 

○ 大型プロジェクトについては、今後も、共同利用・共同研究体制により推進さ

れることが適当であり、こうした観点から、実施主体については、大学共同利用

機関や全国共同利用の附置研究所等（共同利用・共同研究拠点）が中心になるも

のと考えられる。また、これら研究所等には、研究者コミュニティの合意形成に

向けたコーディネート機能を担うなど、大型プロジェクトの推進において広範か

つ積極的な役割を果たすことが求められる。 
 
○ 一方で、例えば独立行政法人を実施主体としてトップダウン型の意思決定によ

り行われる大型プロジェクトの中にも、当該プロジェクトの性格や期待される成

果等を考慮すると、多数の研究者の積極的な参画がなければ円滑な推進が難しい

ものもある。このようなプロジェクトについても、研究者コミュニティのボトム

アップ的な意思を整理し、学術研究の大型プロジェクトとして位置付けることが

適当である。 
 
○ なお、ロードマップにおいては、このようなプロジェクトについて、研究シス

テム全体を重層的なものとし、多様な発想を確保する観点から、「本作業部会に

おける検討も参考に、科学技術・学術審議会の他の分科会等における検討が期待

される」旨を明記することとし、両者の協力や協調を得ることに配慮している。 
 

 

（３）「ロードマップ」について 

 

①ロードマップの意義 

○ 大型プロジェクトは、長期間にわたって多額の経費を措置する必要があるが、

内外の学術研究の全体状況はもとより、学術研究に対する公財政支出の状況や今

後の見通し等にも留意しつつ、社会や国民の幅広い理解を得ながら、長期的な展

望をもって戦略的・計画的に推進していくことが必要である。このことを踏まえ、

平成２２年１０月、本作業部会においてロードマップを策定し、公表した。 
 

○ そのベースとなった日本学術会議のマスタープランは、「各計画を純粋に科学
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的視点に立って評価し、妥当性・必要性の検討を行うことにし、予算に関わる順

位付けを行うものではないこと」を方針としている。一方、本作業部会のロード

マップは、予算措置を保証するものではないが、関連施策を推進する上で十分考

慮すべき資料として、大型プロジェクト推進にあたっての優先度を明らかにする

観点から、各研究計画について、本作業部会としての評価結果と主な優れた点や

課題・留意点を整理したものである。 
 

○ また、ロードマップが果たす役割として、下記のことが考えられる。 

・ロードマップにより、科学的評価に基づき、戦略的・計画的な政策決定を行う

ことが可能となる 
・社会や国民の理解・支持を獲得しつつプロジェクトを推進することが可能となる 
・国際的な競争や協力に迅速かつ適切に対応することが可能となる 
・研究者コミュニティが将来目標やその達成のための必要条件を主体的に検討す

る契機を与えることが可能となる 
・異なる研究者コミュニティ同士の相互作用を促進し、複雑な科学的挑戦に対す

る分野横断的な取組を促進することが可能となる 
・研究者コミュニティの意見が予めロードマップという形で整理されることにより、 

１）トップダウン型の意志決定によるプロジェクトにおいても、何らかの形

でボトムアップの意見を反映することが容易になる 
２）補正予算等により、大型プロジェクトへの新たな支援スキームができた

場合にも、研究者コミュニティとして迅速かつ効果的に活用できる 
３）研究開発に関連する文部科学省以外の政府機関にとっても、各分野のニ

ーズを把握することが容易となる 
 

○ なお、近年、欧米においては、欧州の「ヨーロッパ研究基盤戦略フォーラム（Ｅ

ＳＦＲＩ）」、英国の「研究会議（Research Council）」、米国の「エネルギー省

（ＤＯＥ）」によるものなどの大型プロジェクトの推進計画（ロードマップ）が

策定されている。今後、プロジェクトの更なる大規模化等に伴い、国際的な連携

と協力の下で推進することが重要な課題となってくるが、これらのロードマップ

等も活用しつつ、海外の研究機関や研究者との役割分担を明確にして、協力・連

携体制を構築していく必要がある。 

 
 
②ロードマップ策定の効果 

 
○ 平成２２年度から実施されている最先端研究基盤事業において、「大型低温重

力波望遠鏡（ＬＣＧＴ）計画」、「Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい

物理法則の探求」など、ロードマップから９つの計画が採択され、すでに計画の

一部が着手されている。 
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○ また、平成２４年度予算において「大規模学術フロンティア促進事業」が創設

され、大型プロジェクトについてロードマップ等に基づき戦略的・計画的な推進

を図ることが明示されている。ロードマップの具体化に向けた国の動きは着実に

進んでおり、今後の更なる展開を期待したい。 
 
○ 研究者コミュニティにおいても、例えば、物理学・生命科学などの分野におい

て大型プロジェクトに関するシンポジウムが開催されたり、日本学術会議第三部

において「理学・工学分野における科学・夢ロードマップ」が策定されたりする

など、積極的な取組が行われている。 
 
○ 今後とも、研究者コミュニティにおいて、ロードマップ等を参考にしつつ、大

型プロジェクトについて活発な議論がなされることを期待したい。その際、広範

な分野の研究者の参加を得ながら、新たな学問領域の創成や異なる分野への波及

効果の創出を含め、幅広い学術研究の推進に資することも期待したい。 
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２．今回のロードマップの改訂  

 

（１）マスタープランの小改訂 

○ 日本学術会議は、平成２２年３月、我が国の学術研究や科学技術の発展に真に

必要とされる７分野４３の研究計画からなるマスタープランを策定した。この 

マスタープランにおいては、初回のみ１年目に小規模な改訂を行うとともに、３

年目毎を目途に本格的な改訂を行う方針が定められており、これに沿って、日本

学術会議は平成２３年９月に「学術の大型施設計画・大規模研究計画 マスター

プラン２０１１」を公表して、マスタープランの小改訂を行った。 

 

○ マスタープラン２０１１では、マスタープランの基本的性格や、研究計画等の

リストアップ基準等に変更を加えることなく、前回と同じ方針で審議を行った。

その結果、新規計画の提案から追加された１０計画と旧計画から分化等が行われ

た５計画が新たに加えられるとともに、一部予算化に伴い削除された６計画を含

め１２計画が削除され、合計４６計画としてまとめられた。 

 
 
（２）本作業部会における審議 

 

①ロードマップ改訂の方針 

 ○ 今回、本作業部会においては、マスタープランが小改訂されたことを受け、ロ

ードマップの小改訂について審議を行った。審議においては、基本的にロードマ

ップ策定時の考え方を踏襲することとし、引き続き掲載されている３１計画につ

いては評価結果を維持した上で、今回追加された１５計画について新たに評価を

行い、ロードマップに位置付けることとした。 

 

 ○ また、マスタープラン２０１１から削除された１２計画のうち、一部予算化に

伴い削除された６計画については、ロードマップにおいて、現在推進中の研究計

画として進捗状況を付記して別途整理することとし、その他の６計画はロードマ

ップから削除した。 

 

 

②各研究計画の審議 

 ○ 上記の方針に基づき、本作業部会では、１５の研究計画を対象にヒアリングを

行った上で審議を実施した。なお、旧計画から分化等が行われた５計画について

は、分化前の評価を斟酌した上で評価を行うこととした。 
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○ 主な検討の経緯は以下の通りである。 

・評価の観点は、日本学術会議のマスタープランのリストアップ基準である、①

研究者コミュニティの合意、②計画の実施主体、③共同利用体制、④計画の妥

当性のほか、⑤緊急性、⑥戦略性、⑦社会や国民の理解を加えて設定 
・上記の観点について、個々の研究計画毎に、３段階で評価を行うとともに、優

れた点や課題等を整理 
・以上の評価結果を基本に、１５計画について以下のとおり整理。 

１）計画推進の上で満たすべき基本的な要件と考えられる上記①～④の観点

における評価に基づき、「ａ」「ｂ」「ｃ」に分類 

２）本作業部会において新たに設定した上記⑤～⑦の観点における評価に基

づき、「ａ」「ｂ」「ｃ」に分類 

・上記１）において「ａ」と評価され、かつ開始年度が早期（平成２５年度以前）

の計画を、基本的な要件が満たされており、一定の優先度が認められる計画と

して、その他の計画と区別して整理 

・全ての計画について、計画の内容、上記１）、２）の評価結果、主な優れてい

る点や課題・留意点等を整理 

・一部予算化に伴い削除された６計画は、現在推進中の研究計画として別途整理 

  

 ○ 今回の評価結果をまとめると、評価を行った１５計画のうち、基本的な要件が

満たされており、一定の優先度が認められる計画が２計画あり、当該計画は、上

記２）については「ａ」及び「ｃ」と整理されている。 

 

○ 今後、日本学術会議のマスタープランは、定期的な改訂を行っていく予定とさ

れているが、これを踏まえて、本ロードマップも定期的な改訂を行っていく。 
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３．大型プロジェクトの推進に向けて 

 

（１）社会や国民とのコミュニケーションの強化 

 

①目標の明確かつ分かりやすい発信 

○ 大型プロジェクトは、最先端の技術や知識を集約して人類未踏の研究課題に挑

むものであり、高度な専門知識を要するプロジェクトとなるが、国民にとっても、

子供からお年寄りまで、その実現に向けて夢を共有できるよう、目標を明確かつ

分かりやすく伝えていく必要がある。 

 

 

②大型プロジェクトと社会や国民との双方向コミュニケーション 

○ 基礎科学には、例えば以下のような特殊性が見受けられる。 

・基礎科学で新しい知見を得るためには非常に息の長い研究が必要である 

・基礎科学への投資は、人類共通の「知」の基盤への国際貢献であるという意味

合いがある 

・科学者の知的好奇心によって得られた知見が偶然にも革命的な成果を産み出し

た例が存在する 

 

○ 大型プロジェクトの着実な推進のためには、社会や国民とともに、上記の基礎科

学の特殊性を踏まえたプロジェクトの意義について十分な議論をし、認識を共有す

ることが必要である。また、大型プロジェクトは、最先端のテーマを扱うとともに、

幅広い波及効果が望まれる性質を有するため、近傍領域の研究者や教員等への情報

発信を行い、当該テーマに関連する幅広いコミュニティを育成していくといった視

点も重要である。 

 

○ このため、例えば、 

・研究者自身が、学校や市民講座におけるレクチャーなど様々な機会を通じて、

プロジェクトの内容や成果、科学の面白さについて分かりやすく発信する 

・インターネットなどを活用して、プロジェクトの進捗や成果に加えて、例えば

施設の建設段階の状況や成果に至らなかった場合の反省など、活動実態をきめ

細かく発信するとともに、国民や社会からの意見にも十分配慮する 

・プロジェクトの実施機関において、双方向コミュニケーションに関する専門的

知識を有する専任教員や科学コミュニケーター、事務職員の配置または専門部

署の整備など、支援体制の充実を図る 

・研究者等に対して、積極的にコミュニケーション活動を行うように促すととも

に、個人の評価につながるよう配慮する 

・プロジェクト実施機関が実施する一般公開等の機会において、研究者に国民と
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の対話を行う場を提供する 

・メディアが必要とする情報等の効果的な提供体制を整えるなど、相互の信頼関係

の構築にも配慮しつつ、ジャーナリズムとの協同による魅力的な情報発信を行う 

といった取組を進めることが考えられる。 

○ 多額の投資を要する大型プロジェクトを着実に推進していくためには、これま

で以上に、社会や国民とともに考え進めていくことが重要である。今後、各研究

計画の実施主体において、社会や国民とプロジェクトの重要性や魅力を共有し、

大型プロジェクトを適正に推進していくため、情報発信等の積極的かつ戦略的な

取組を期待したい。また、次回以降のロードマップの改訂では、評価の観点「⑦

社会や国民の理解」において、各実施主体の取組を積極的に評価していくことが

考えられる。 

 

○ 今回のロードマップの小改訂に当たり、意見募集を実施し、寄せられた意見の

概要を別添資料として取りまとめた。今後、マスタープラン及びロードマップの

改訂に際し、当該意見が適切に反映されることが必要である。 

 

 

（２）今後の大型プロジェクトの推進に向けて 

○ 基礎科学で新しい知見を得るためには、非常に息の長い研究が必要であり、国は

ロードマップ等を基本に、長期的視点に立ち、大型プロジェクトの着実な推進に向

けて、安定的・継続的な予算の確保に最大限の努力をすることが必要である。 
 
○ 平成２４年度に「大規模学術フロンティア促進事業」が創設され、今後の大型

プロジェクトの推進は、ロードマップ等に基づくとの方針が明確に打ち出されて

いる。もとより、大型プロジェクトに関する予算は、当該事業だけに限定される

ものではなく、例えば科学研究費補助金や独立行政法人運営費交付金等によるこ

とが期待されるところであり、国として、様々な手法を駆使しながら、戦略的・

計画的に大型プロジェクトを推進していくことが求められる。 
 

○ 今後、新たに大型プロジェクトを推進する際には、ロードマップを踏まえ、国

民や関係者の意見も十分に反映しながら、本作業部会等において、改めて、専門

家による客観的かつ透明性の高い事前評価を行うことが必要である。 

 

○ その際、目標達成時期をできる限り明確に設定するとともに、既存の施設や設

備の十分な活用や、進行中のプロジェクトの見直し・中止等により、新たなプロ

ジェクトへの資源の重点化を図るなど、限られた資源の効率的な活用について、

十分な工夫が必要である。 
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○ また、進行中の大型プロジェクトについても、プロジェクト毎に適切な時期を設

定し、専門家による客観的かつ透明性の高い評価を実施することが必要である。 

評価の結果、目標達成が見込めないプロジェクトについては、中止や改善等の方針

を打ち出すなど、資源の「集中」や「選択」の考え方を徹底することが必要である。 

 

○ なお、大型プロジェクトの推進に際しては、既存の施設・設備の活用や事業の

効率化・見直しによる経費の節減などを図るとともに、プロジェクトの性格や内

容によっては、費用分担など国際協力の確保、産業界など第三者からの支援の働

きかけなど、安定的・継続的なプロジェクトの推進に向けて、実施機関において

も、更なる自助努力を続けていく必要がある。 

 

 

（３）マスタープランの本格的な改訂に向けての日本学術会議への期待 

○ 大型プロジェクトを戦略的・計画的に推進していくためには、研究者コミュニ

ティとの議論を経つつ、すべての学術分野の大型プロジェクトについて客観的な

評価を行うことが不可欠である。このような観点から、既に欧米において大型プ

ロジェクトの推進計画（ロードマップ）が複数策定されているが、我が国におい

ても、日本学術会議が主体となって、平成２２年３月に４３の研究計画からなる

マスタープランが策定され、平成２３年９月に小改訂が行われたところであり、

これまでの先導的役割に対し、改めて本作業部会として敬意を表したい。 

 

○ また、マスタープランは「科学的意義・妥当性・必要性を継続的に評価・検討

し、適切な選定プロセスにより定期的に策定し直す」こととされ、３年目の本格

的な改訂が予定されている。引き続き、日本学術会議を中心とする研究者コミュ

ニティにおいて議論・検討が重ねられ、より実効性のあるマスタープランへと深

化していくことを期待したい。 

 

○ 本作業部会では、日本学術会議が設定したマスタープランのリストアップ基準

に基づき、計画を推進する上で満たすべき基本的な要件として、研究者コミュニ

ティの合意、計画の実施主体、共同利用体制、計画の妥当性の４つの観点を設定

するとともに、大型プロジェクト推進に当たっての優先度を明らかにするため、

本作業部会において緊急性、戦略性、社会や国民からの理解の３つの観点を新た

に評価に加え、審議を行った。 

 

○ その過程では、ロードマップのベースとなったマスタープランの在り方につい

て、概ね以下のような議論がなされた。これらは、マスタープランを活用してい

る側からの問題提起として行われたものであり、今後、日本学術会議において、

マスタープランの本格的な改訂に際して適宜検討いただくことを期待したい。 
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 ・ マスタープランに記載された計画の総数について、方針（考え方）を明確に

できないか。 

 ・ マスタープランに記載された計画について、分野ごとに緊急性等を明確にで

きないか。また、分野間での選定基準の整合性を、より一層高めることはでき

ないか。 

 ・ 本作業部会での審議において、「計画の実施主体」や「計画の妥当性」など

が不明確と考えられる計画が一部見られたが、マスタープランにおいて、計画

の成熟度をより一層高めていくことができないか。また、我が国の強みを更に

伸ばすことができるか、国際的な頭脳循環につながるかなど、計画の「戦略性」

をより一層明らかにすることができないか。 

 ・ マスタープラン２０１１において、予算化等に伴い計画がスタートしたこと

を理由に削除された計画があるが、着手された計画についてもフォローアップ

ができないか。 

 

○ 今後とも、マスタープランの策定主体である日本学術会議と関係府省・審議会

など関係者の間で、大型プロジェクトの進め方やマスタープラン、ロードマップ

等をめぐる意見交換が広く行われ、ＰＤＣＡサイクルが効果的に機能することを

通じて、我が国における大型プロジェクトの重層的・戦略的な推進が図られるこ

とを期待したい。 



 

- 12 - 

 



１．

２．

３．

４．

（１）

（２）

（３）

（４）

・

・

（５）

５．

「評価」の考え方

【評価①】
　計画を推進する上で満たすべき基本的な要件である①～④の観点に基づく評価結果の合計割合（％）における△の割合に基づき、
以下のとおり「ａ」、「ｂ」、「ｃ」に分類。
　・２０％未満：「ａ」
　・２０％以上、４０％未満：「ｂ」
　・４０％以上：「ｃ」

【評価②】
　作業部会において新たに設定した⑤～⑦の観点に基づく評価結果の合計割合（％）について点数化した上で、「ロードマップ」
策定の際と同様の点数の区分により「ａ」、「ｂ」、「ｃ」に分類。

　【各観点における主な具体的視点】
①研究者コミュニティの合意
　・研究者コミュニティの合意形成の状況はどうか。
②計画の実施主体
　・多数の機関が参画する場合、責任体制と役割分担は明確になっているか。
③共同利用体制
　・共同利用・共同研究の実施体制が確立されているか。幅広い大学の研究者が参画できるか。
④計画の妥当性
　・計画の準備スケジュール・実施スケジュールが明確になっているか。実施可能なスケジュール
　　となっているか。
　・建設費及び運用費は妥当か。十分検討されているか。

⑤緊急性
　・国際競争に著しい後れをとることとなるか。
　・人材の流出が危惧されることとなるか。
⑥戦略性
　・当該分野での世界トップを確実にし、我が国の強みをさらに伸ばすこととなるか。
　・他分野への波及効果等はどうか。
　・国際貢献や国際的な頭脳循環につながるか。
　・将来的な我が国の成長・発展につながるか。
　・計画を実施しないことによる国の損失はどうか。
⑦社会や国民の理解
　・社会や国民に必要性を説得力をもって説明できるか。
　・巨額の国費の投入について、社会や国民に支持していただけるか。

「マスタープラン2011」に引き続き掲載されている計画については評価結果を維持することとし、評価は行わない。

「マスタープラン2011」において新規に追加された計画については新たに評価を行い、「ロードマップ」に位置付けることとする。

「マスタープラン2010」掲載の計画の分化等による転換が行われた計画については、「ロードマップ」における評価を斟酌した上で、
「マスタープラン2011」に盛り込まれた計画に対する評価を行い、「ロードマップ」に位置付けることとする。

評価①において「ａ」に整理され、かつ開始年度が平成２５年度以前の計画（１７計画）を、基本的な要件が満たされており、一定の優先度が
認められる計画として表の前半に整理。

学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想「ロードマップ」の改訂

　日本学術会議の「マスタープラン2011」及び作業部会における評価結果に基づき、以下の考え方により整理。

上記（２）及び（３）の評価については、「ロードマップ」策定の際に設定した評価方法・観点により行う。評価は、日本学術会議のマスター
プランのリストアップ基準である「①研究者コミュニティの合意」、「②計画の実施主体」、「③共同利用体制」、「④計画の妥当性」のほか、
作業部会において新たに「⑤緊急性」、「⑥戦略性」、「⑦社会や国民の理解」を加えて設定し、それぞれの観点について、研究計画毎に、
３段階（◎、○、△）で評価。

「計画名称」、「計画概要」、「カテゴリー」、「実施主体」、「所要経費」、「計画期間」：マスタープランより引用。「マスタープラン2011」
において追加された計画の「計画名称」には「（新規）」と記載。

「カテゴリー」：Ａ・・・大型施設計画（大型の研究施設・設備を建設・運用する計画）、
　　　　　　　 　 Ｂ・・・大規模研究計画（大規模な研究基盤・ネットワークの構築やデータ集積等を行う計画）。

「年次計画」：■・・・建設・初期投資期間、■・・・運転・運用期間。

１７計画及び２９計画における計画の並びは、マスタープランにおける分野毎の順序。

「マスタープラン2011」から削除された計画のうち、一部予算化に伴い削除された計画については、「現在推進中の研究計画」として別途整理。

別 表

- 1
3
 -



１．基本的な要件が満たされており、一定の優先度が認められる計画（１７計画）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H26 H27 H31

H23 H32

H23 H24 H25 H27

　（新規）

社会科学統
合データベー
ス・ソリュー
ション網の形
成

社会科学の研究拠点
を結んだ「データベー
ス・ソリューション網」
を整備し、人材育成
や技術開発にとも
なって生じる諸課題
の解決および制度づ
くりの提言をおこなう
ことで、持続可能な
社会づくりの先端研
究を推進する。

Ｂ a

人
文
・
社
会
科
学

人
文
・
社
会
科
学

人
文
・
社
会
科
学

【中心機関】
京都大学地域研究統合情
報センター、東京大学空間
情報科学研究センター、地
域研究コンソーシアム・地
理学連携機構

【連携機関等】
北海道大学、日本大学、
立命館大学、東京女子大
学、法政大学、東京外国
語大学、神奈川大学、名
古屋大学、奈良大学、人
間文化研究機構、国立情
報学研究所　等

【中心機関】
国文学研究資料館

【連携機関等】
東京大学大学院人文社会系研
究科、名古屋大学大学院文学研
究科、北海道大学大学院文学研
究科、東北大学大学院文学研究
科、早稲田大学大学院文学研究
科、慶應義塾大学大学院文学研
究科、京都大学大学院文学研究
科、大阪大学大学院文学研究
科、同志社大学大学院文学研究
科、九州大学人文科学研究院
等（今後、国立国会図書館・国立
公文書館等にも必要に応じ協力
を要請してゆく。）

【中心機関】
東京工業大学（社会理工学
研究科・ソリューション研究機
構）慶應義塾大学、一橋大学
経済研究所、大阪大学、東
北大学文学研究科、統計数
理研究所、名古屋大学経済
学研究所、青山学院大学総
合文化政策学研究科、東京
大学人文社会系研究科

【連携機関等】
スタンフォード大学、ケルン
大学、ミシガン大学、ソウル
国立大学、延世大学、韓国
社会科学データセンター、政
治大学選挙研究センター

総額：90
（初期投資：初
年度と2年度に
各25、運営費
等：3年度20、
4、5年度10）

H23-H27

Ｂ

Ｂ

c

a

a

・社会科学の基盤として公文書等
の重要なデータを蓄積しようとす
る本計画の重要性・緊急性は高
い。
・グローバルＣＯＥプログラムの５
拠点等の連携が図られコミュニ
ティの合意が得られている。

・「地域の知」のグローバルな構造
化の必要性を明確にする必要が
ある。
・どこまでの「地域の知」を対象と
して、どこまで深く研究を推進する
か明確にする必要がある。
・データ収集等の対象地域が日本
のほか、広範囲な国々に及ぶこと
で、成果が中途半端にならないか
懸念される。

・大規模なデータベースを長期的
に持続可能な形で構築・運用する
ため、さらなる体制の強化が必要
である。

開発費：20、
年間運営経
費：７（総額90）

H23－H32年
度

a

a

初期投資：20、
年間運用経
費：年間19×
10年で190

「地域の知」
の資源のグ
ローバルな
構造化と共
有化プラット
フォーム

地域の知の研究資源
（古文書、古地図な
ど）を収集・デジタル
化、構造化する。地
域の研究の飛躍的発
展に資する。収集、
保存管理、検索、分
散利用のため共有化
プラットフォームを開
発・構築し、恒常的拠
点を形成する。

日本語の歴
史的典籍の
データベース
の構築

日本文化の根幹をな
す歴史的典籍の活用
態勢が整っていな
い。著作権・出版権
の法的検討や、新漢
字コード等の開発の
上に、書誌・原本画
像・翻字テキストがリ
ンクしたデータベース
を構築し、万人の利
用を可能にする。

・明確な目標設定がなされた計画
であり、新たな文理融合の成功例
となり、広い分野で利用されること
が期待される。
・本計画は、日本語研究の歴史的
なデータの集大成であり、国家的
事業として早急に実施すべき。
・誰もがアクセス可能な、日本文
化を系統的に捉えるプラットフォー
ムとして、社会や国民の理解が得
られる。

・研究者コミュニティにおける十分
な合意に向けて、さらなる検討が
望まれる。

・我が国がアジアを中心に国際的
に貢献しうる計画である。
・「プラットフォーム」が実現すれ
ば、人文社会科学分野の研究で
広く利用され、大きく研究が進むこ
とが期待される。

主な優れている点等
（年次計画） 評価

①
備考

評価
②

カテ
ゴ

リー
実施主体 計画期間

分
野

計画名称 計画概要

H22－H31
（H22－H26
開発期間、
H27－H31運
用期間）

主な課題・留意点等
所要経費
（億円）

- 1
4
 -
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